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株式会社ソリューションアンドパートナーズ 代表取締役 石野 琢也

当社は、人材紹介・派遣業務・その他事業において当社が取り扱う全ての個人情報の保護につ

いて、社会的使命を十分に認識 し、本人の権利の保護、個人情報に関する法規制等を遵守しま

す。また、以下に示す方針を具現化するための個人情報保護マネジメントシステムを構築し、

最新 のＩＴ技術の動向、社会的要請の変化、経営環境の変動等を常に認識しながら、その継続

的改善に、全社を挙げて取り組むことをここに宣言します。

１．個人情報は人材紹介・派遣業務において当社の正当な事業遂行上並びに従業員の雇用、人

事管理上必要な範囲に限定して、取得・利用及び提供をし、特定された利用目的の達成に必要

な範囲を超えた個人情報の取扱いを行わないための措置を講じます。

２．個人情報保護に関する法令、国が定める指針及びその他の規範を遵守致します。

３．個人情報の漏えい、滅失、き損などのリスクに対しては、合理的な安全対策を講じて防止

すべく事業の実情に合致した経営資源を注入し個人情報セキュリティ体制を継続的に向上させ

ます。また、万一の際には速やかに是正措置を講じます。



４．個人情報取扱いに関する苦情及び相談に対しては、迅速かつ誠実に適切な対応をさせてい

ただきます。

５．個人情報保護マネジメントシステムは、当社を取り巻く環境の変化を踏まえ、適時・適切

に見直してその改善を継続的に推進します。

以上

【お問合せ窓口】

個人情報取扱いに関するお問合せにつきましては、下記窓口で受付けております。

株式会社ソリューションアンドパートナーズ   個人情報相談室

メールアドレス：info@sap-c.co.jp



個 人 番 号及 び 特定 個 人情報 の 適 正な 取 扱い に

関 す る 基本 方 針

1．事業者の名称

株式会社ソリューションアンドパートナーズ

2．関係法令・ガイドライン等の遵守

当社は、個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」といいます。）の取扱いに関

し、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバ

ー法）」及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」、並びに

「個人情報の保護に関する法律」及び各省庁のガイドラインを遵守します。

3．利用目的

当社は、提供を受けた特定個人情報等を、以下の目的で利用します。

 (1) 取引先様の特定個人情報等

o ・不動産取引に関する支払調書作成事務

o ・報酬、料金、契約金及び賞金に関する支払調書作成事務

 (2) 株主様の特定個人情報等



o ・配当及び剰余金の分配に関する支払調書作成事務

 (3) 当社の従業員等の特定個人情報等

o 【税】

o ・源泉徴収票作成事務

o ・財産形成住宅貯蓄・財産形成年金貯蓄に関する申告書、届出書及び申込書提

出事務

o ・従業員持株会の会員である者について、従業員持株会による支払調書作成事

務のための当該持株会への提供

o 【社会保険】

o ・健康保険・厚生年金保険届出、申請・請求事務

o ・雇用保険・労災保険届出、申請・請求事務

 (4) 当社従業員等の配偶者及び親族等の特定個人情報等

o 【税】

o ・源泉徴収票作成事務

o 【社会保険】

o ・健康保険・厚生年金保険届出事務

4．安全管理措置に関する事項



当社は、特定個人情報等の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の適切な管理のため

に、別途「個人番号及び特定個人情報取扱規程」を定め、これを遵守します。

5．委託に関する事項

当社は、特定個人情報等の取扱いを第三者に委託することがあります。この場合、当社はマイ

ナンバー法及び個人情報保護法並びに関連するガイドラインに従って、委託先に対する必要か

つ適切な監督を行います。

6．継続的改善

当社は、特定個人情報等の取扱いを継続的に改善するよう努めます。

7．特定個人情報等の開示

当社は、本人またはその代理人から、当該特定個人情報等に係る保有個人データの開示の求め

があったときは、次の各号の場合を除き、遅滞なく回答します。

 ・本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

 ・当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合

 ・法令に違反することとなる場合



特定個人情報等の開示に関するお問合せは下記までお願いいたします。

【会社名】株式会社ソリューションアンドパートナーズ

【ＴＥＬ】052-385-2884

8．質問及び苦情処理の窓口

当社の特定個人情報等の取り扱いに関する質問又は苦情につきましては、以下にお問い合わせ

ください。

【会社名】株式会社ソリューションアンドパートナーズ

【ＴＥＬ】052-385-2884

平成 28 年 12 月 1 日

株式会社ソリューションアンドパートナーズ 代表取締役 石野 琢也



個人番号及び特定個人情報取扱規程

第1章 総則

（目的）

第1条

本規程は、個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）の適正な取扱いの

確保に関し必要な事項を定めることにより、当社の事業の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個

人の権利利益を保護することを目的とする。

（定義）

第2条

本規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

 (1) 個人情報

生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記

述又は個人別に付された番号、記号その他の符号により特定の個人を識別できるもの

（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別できることと

なるものを含む。）をいう。



 (2) 個人番号

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番

号法」という。）第 2 条第 5 項が定める住民票コードを変換して得られる番号であっ

て、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定されるもの

をいう。

 (3) 特定個人情報

個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他

の符号であって、住民票コード以外のものを含む。）をその内容に含む個人情報をい

う。

 (4) 個人情報ファイル

個人情報を含む情報の集合物であって、特定の個人情報について電子計算機を用いて

検索することができるように体系的に構成したもののほか、特定の個人情報を容易に

検索することができるように体系的に構成したものとして「個人情報の保護に関する

法律施行令」で定めるものをいう。

 (5) 特定個人情報ファイル

個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。

 (6) 個人番号関係事務

番号法第 9 条第 3 項の規定により個人番号利用事務（行政機関、地方公共団体、独立



行政法人等その他の行政事務を処理する者が同条第 1 項又は第 2 項の規定によりその

保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するた

めに必要な限度で個人番号を利用して処理する事務）に関して行われる他人の個人番

号を必要な限度で利用して行う事務をいう。

 (7) 本人

個人番号によって識別され、又は識別され得る特定の個人をいう。

 (8) 従業者

当社の組織内にあって直接間接に当社の指揮監督を受けて当社の業務に従事している

者をいう。具体的には、従業員のほか、取締役、監査役、派遣社員等を含む。

（当社の責務）

第3条

当社は、番号法その他の個人情報保護に関する法令及びガイドライン等を遵守するとともに、

実施するあらゆる事業を通じて特定個人情報等の保護に努めるものとする。

第2章 特定個人情報等の取得

（利用目的の特定、変更）

第4条



 1 当社は、特定個人情報等を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利用目

的」という。）をできる限り特定するものとする。

 2 当社は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と［相当の］関連性を有

すると合理的に認められる範囲で行うものとする。

 3 当社は、利用目的を変更した場合は、変更した利用目的について、本人に通知し、

又は公表するものとする。

（取得に際しての利用目的の通知等）

第5条

 1 当社は、特定個人情報等を取得した場合は、あらかじめその利用目的を通知又は公

表している場合を除き、速やかに、その利用目的を本人に通知し、又は公表するもの

とする。

 2 当社は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約

書その他の書面（電子的方式等で作られる記録を含む。）に記載された当該本人の特

定個人情報等を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の特定個

人情報等を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示するもの

とする。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、

この限りでない。



 3 前 2 項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

o (1) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生

命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

o (2) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当社の権利又は正当な

利益を害するおそれがある場合

o (3) 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協

力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表すること

により当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

o (4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合

（取得の制限）

第6条

 1 当社は、特定個人情報等を取得するときは、適法かつ適正な方法で行うものとす

る。

 2 当社は、番号法第 19 条各号のいずれかに該当する場合を除き、他人の特定個人情

報等を収集しないものとする。

（個人番号の提供の求めの制限）



第7条

当社は、番号法第 19 条各号に該当して特定個人情報の提供を受けることができる場合を除く

ほか、他人に対し、個人番号の提供を求めないものとする。

（本人確認）

第8条

当社は、本人又はその代理人から個人番号の提供を受けるときは、番号法第 16 条の規定に従

い、本人確認を行うものとする。

（安全管理措置）

第9条

当社は、特定個人情報等の取得に際し、第 26 条（委託先の監督）、第 27 条（特定個人情報等

の取扱状況の記録）、第 28 条（本規程に基づく運用状況の記録）、第 31 条（従業者の監督・

教育）、及び第 36 条（技術的安全管理措置）に定める安全管理措置を講じるものとする。

第3章 特定個人情報等の利用

（利用目的外の利用の制限）

第10条



 1 当社は、第 4 条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて特定

個人情報等を取り扱わないものとする。

 2 当社は、合併その他の事由により他の法人等から事業を継承することに伴って特定

個人情報等を取得した場合は、継承前における当該特定個人情報等の利用目的の達成

に必要な範囲を超えて、当該特定個人情報等を取り扱わないものとする。

 3 前 2 項の規定にかかわらず、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場

合であって、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときには、

第 4 条の規定により特定された利用目的の範囲を超えて特定個人情報等を取り扱うこ

とができるものとする。

 4 前 2 項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、第４条の規

定により特定された利用目的の範囲を超えて特定個人情報等を取り扱うことができる

ものとする。

o (1) ［番号法第 9 条第 4 項の規定に基づく場合］

o (2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき

（特定個人情報ファイルの作成の制限）

第11条



当社は、番号法第 19 条第 11 号から第 14 号までのいずれかに該当して特定個人情報を提供

し、又はその提供を受けることができる場合を除き、個人番号関係事務を処理するために必要

な範囲を超えて特定個人情報ファイルを作成しないものとする。

（安全管理措置）

第12条

当社は、特定個人情報等の利用に関し、第 26 条（委託先の監督）、第 27 条（特定個人情報等

の取扱状況の記録）、第 28 条（本規程に基づく運用状況の記録）、第 31 条（従業者の監督・

教育）、第 32 条（特定個人情報等を取り扱う区域の管理）、第 33 条（機器及び電子媒体等の

盗難等の防止）、第 34 条（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）、及び第 36 条（技

術的安全管理措置）に定める安全管理措置を講じるものとする。

第4章 特定個人情報等の保存

（特定個人情報等の保管）

第13条

当社は、番号法第 19 条各号に該当する場合を除くほか、特定個人情報等を保管しないものと

する。

（データ内容の正確性の確保）



第14条

当社は、第 4 条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲内において、特定個人情

報等を正確かつ最新の内容に保つよう努めるものとする。

（安全管理措置）

第15条

当社は、特定個人情報等の保存に関し、第 26 条（委託先の監督）、第 27 条（特定個人情報等

の取扱状況の記録）、第 28 条（本規程に基づく運用状況の記録）、第 31 条（従業者の監督・

教育）、第 32 条（特定個人情報等を取り扱う区域の管理）、第 33 条（機器及び電子媒体等の

盗難等の防止）、第 34 条（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）、及び第 36 条（技

術的安全管理措置）に定める安全管理措置を講じるものとする。

第5章 特定個人情報等の提供

（特定個人情報等の提供）

第16条

当社は、番号法第 19 条各号に該当する場合を除くほか、特定個人情報等を提供しないものと

する。

（安全管理措置）



第17条

当社は、特定個人情報等の提供に関し、第 26 条（委託先の監督）、第 27 条（特定個人情報等

の取扱状況の記録）、第 28 条（本規程に基づく運用状況の記録）、第 31 条（従業者の監督・

教育）、第 32 条（特定個人情報等を取り扱う区域の管理）、第 33 条（機器及び電子媒体等の

盗難等の防止）、第 34 条（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）、及び第 36 条（技

術的安全管理措置）に定める安全管理措置を講じるものとする。

第6章 特定個人情報等の削除・廃棄

（特定個人情報等の削除・廃棄）

第18条

当社は、個人番号関係事務を処理する必要がなくなった場合で、かつ、所管法令において定め

られている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除するも

のとする。ただし、その個人番号部分を復元できない程度にマスキング又は削除した場合に

は、保管を継続することができるものとする。

（特定個人情報等を誤って収集した場合の措置）

第19条



 1 従事者は、誤って特定個人情報等の提供を受けた場合、自ら当該特定個人情報を削

除又は廃棄してはならず、速やかに所属長、第 21 条に定める事務取扱責任者、又は第

22 条に定める特定個人情報等管理責任者に報告しなければならない。

 2 当社は、前項の報告を受けた際、第 35 条に従って、当該特定個人情報等をできる

だけ速やかに削除又は廃棄した上で、その記録を保存するものとする。

（安全管理措置）

第20条

当社は、特定個人情報等の削除・廃棄に関し、第 26 条（委託先の監督）、第 27 条（特定個人

情報等の取扱状況の記録）、第 28 条（本規程に基づく運用状況の記録）、第 31 条（従業者の

監督・教育）、第 32 条（特定個人情報等を取り扱う区域の管理）、第 34 条（電子媒体等を持

ち出す場合の漏えい等の防止）、第 35 条（個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄）、

及び第 36 条（技術的安全管理措置）に定める安全管理措置を講じるものとする。

第7章 組織及び体制

（事務取扱担当者・責任者）

第21条



 1 当社は、別途定めるとおり、特定個人情報等を取り扱う事務の範囲を明確化し、明

確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にした上で、当該事務に

従事する従業者（以下「事務取扱担当者」という。）を明確にするものとする。

 2 当社は、別途定めるとおり、前項により定められた各事務における事務取扱責任者

を明確にするものとする。

 3 事務取扱責任者は、次に掲げる業務を所管する。

o (1) 特定個人情報等の利用申請の承認及び記録等の管理

o (2) 特定個人情報等を取り扱う保管媒体の設置場所の指定及び変更の管理

o (3) 特定個人情報等の管理区分及び権限についての設定及び変更の管理

o (4) 特定個人情報等の取扱状況の把握

o (5) 委託先における特定個人情報等の取扱状況等の監督

o (6) 特定個人情報等の安全管理に関する教育・研修の実施

o (7) 特定個人情報等管理責任者に対する報告

o (8) その他所管部署における特定個人情報等の安全管理に関する事項

（特定個人情報等管理責任者）

第22条



 1 当社は、特定個人情報等の安全管理のため特定個人情報等管理責任者を定め、代表

取締役を特定個人情報等管理責任者とする。

 2 特定個人情報等管理責任者は、次に掲げる業務を所管する。

o (1) 特定個人情報等の安全管理に関する規程の承認及び周知

o (2) 事務取扱責任者からの報告徴収及び助言・指導

o (3) 特定個人情報等の適正な取扱いに関する事務取扱担当者に対する教育・研

修の企画

o (4) その他特定個人情報等の安全管理に関する事項

（苦情対応）

第23条

 1 当社は、特定個人情報等の取扱いに関する苦情（以下「苦情」という。）について

必要な体制整備を行い、苦情があったときは、適切かつ迅速な対応に努めるものとす

る。

 2 苦情対応の責任者は、代表取締役とするものとする。

（従業者の義務）

第24条



 1 当社の従業者又は従業者であった者は、業務上知り得た特定個人情報等の内容をみ

だりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

 2 特定個人情報等の漏えい、滅失若しくは毀損の発生又は兆候を把握した従業者は、

その旨を事務取扱責任者又は特定個人情報等管理責任者に報告するものとする。

 3 本規程に違反している事実又は兆候を把握した従業者は、その旨を事務取扱責任者

又は特定個人情報等管理責任者に報告するものとする。

 4 事務取扱責任者は、前 2 項の報告を受けた際には、直ちにそれを特定個人情報等管

理責任者に報告するものとする。

 5 特定個人情報等管理責任者は、前 3 項による報告の内容を調査し、本規程に違反す

る事実が判明した場合には遅滞なく代表取締役に報告するとともに、関係事業部門に

適切な措置をとるよう指示するものとする。

第8章 安全管理措置

第 1 節 総則

（特定個人情報等の安全管理）

第25条



当社は、特定個人情報等の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の特定個人情報等の安全管理の

ために、第 2 節ないし第 5 節に定める措置を講ずるものとする。

（委託先の監督）

第26条

 1 当社は、特定個人情報等の取扱いの全部又は一部を当社以外の者に委託するとき

は、委託先において番号法に基づき当社が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講

じられているか否かについてあらかじめ確認した上で、原則として委託契約におい

て、特定個人情報等の安全管理について委託先が講ずべき措置を明らかにし、委託先

に対する必要かつ適切な監督を行うものとする。

 2 委託先が特定個人情報等の取扱いの全部又は一部を再委託する場合には、当社の許

諾を得るものとする。また、再委託が行われた場合、当社は、委託先が再委託先に対

して必要かつ適切な監督を行っているかについて監督するものとする。

第 2 節 組織的安全管理措置

（特定個人情報等の取扱状況の記録）

第27条

当社は、別途定める様式「特定個人情報等取扱台帳」を用いて、以下を記録する。



 ・特定個人情報ファイルの種類、名称

 ・対象者及び個人情報の項目

 ・明示・公表等を行った利用目的

 ・責任者、取扱部署

 ・アクセス権を有する者

 ・保管場所

 ・保管方法

 ・保存期間

 ・削除・廃棄状況

なお、「特定個人情報等取扱台帳」には特定個人情報等は記載しない。

（本規程に基づく運用状況の記録）

第28条

当社は、本規程に基づく運用状況を確認するため、別途定めるところに従い、以下の項目をシ

ステムログ又は利用実績として記録する。

 ・特定個人情報ファイルの利用・出力状況の記録

 ・書類・媒体等の持出しの記録



 ・特定個人情報ファイルの削除・廃棄記録

 ・削除・廃棄を委託した場合、これを証明する記録等

 ・特定個人情報ファイルを情報システムで取り扱う場合、事務取扱担当者の情報シス

テムの利用状況（ログイン実績、アクセスログ等）の記録

（情報漏えい等事案への対応）

第29条

当社が情報漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合には、特定個人情報等管理責任者

は、速やかに担当役員へ報告の上、各部門長で構成される「特定個人情報等漏えい等事故調査

委員会」を招集し、必要に応じて、適切かつ迅速に以下の対応を行う。

 ・当社内部における報告、被害の拡大防止

 ・事実関係の調査、原因の究明

 ・影響範囲の特定

 ・再発防止策の検討・実施

 ・影響を受ける可能性のある本人への連絡

 ・事実関係、再発防止策等の公表

 ・特定個人情報保護委員会・主務大臣等への報告



（取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し）

第30条

当社は、特定個人情報等の取扱状況を把握し、安全管理措置の評価、見直し及び改善に取り組

むため、監査責任者を任命し、少なくとも毎年 1 回、取扱状況を点検し、安全管理措置を見直

す。

第 3 節 人的安全管理措置

（従業者の監督・教育）

第31条

当社は、特定個人情報等の安全管理のために、従業者に対する必要かつ適切な監督・教育を行

うものとする。

第 4 節 物理的安全管理措置

（特定個人情報等を取り扱う区域の管理）

第32条

当社は、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを管理する区域（以下「管理区域」と

いう。）及び特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）を

明確にし、それぞれ以下のとおりの安全管理措置を講ずる。



 1. 管理区域

o ・入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限

 2. 取扱区域

o ・壁又は間仕切り等の設置、及び事務取扱担当者以外の者の往来が少ない場所

への座席配置や、後ろから覗き見される可能性が低い場所への座席配置等に努

める。

（機器及び電子媒体等の盗難等の防止）

第33条

当社は、管理区域及び取扱区域における特定個人情報等を取り扱う機器、電子媒体及び書類等

の盗難又は紛失等を防止するために、以下の安全管理措置を講ずる。

 ・特定個人情報等を取り扱う電子媒体又は書類等は、施錠できるキャビネット・書庫

等に保管する。

 ・特定個人情報ファイルを取り扱う機器は、セキュリティワイヤー等により固定す

る。

（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）

第34条



当社は、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を管理区域又は取扱区域の外に持ち

出す場合、以下の措置を講じる。

 ・持出しデータの暗号化、パスワードによる保護、又は施錠できる搬送容器を使用す

る。ただし、行政機関等に法定調書等をデータで提出するに当たっては、行政機関等

が指定する提出方法に従う。

 ・特定個人情報等が記載された書類等は、封緘して持ち出す。

（個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄）

第35条

 1 当社は、個人番号を削除又は廃棄する際には、以下に従って、復元できない手段で

削除又は廃棄する。

o ・特定個人情報等が記載された書類を廃棄する場合、焼却、溶解、復元不可能

な程度に細断可能なシュレッダーの利用又は個人番号部分を復元できない程度

のマスキングを行う。

o ・特定個人情報等が記録された機器又は電子媒体等を廃棄する場合、専用のデ

ータ削除ソフトウェアを利用するか、又は物理的な破壊を行う。



o ・特定個人情報ファイル中の個人番号又は一部の特定個人情報等を削除する場

合、データ復元用の専用ソフトウェア、プログラム、装置等を用いなければ復

元できない手段で削除する。

 2 当社は、個人番号若しくは特定個人情報ファイルを削除した場合、又は電子媒体若

しくは書類等を廃棄した場合には、削除又は廃棄した記録を保存する。また、これら

の作業を委託する場合には、委託先が確実に削除又は廃棄したことについて、証明書

等により確認する。

第 5 節 技術的安全管理措置

（技術的安全管理措置）

第36条

 1 当社は、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限

定するために、適切なアクセス制御を行う。

 2 当社の特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセ

ス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証するものとする。

 3 当社は、情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護す

るため、以下の措置を講じる。



o ・当社の情報システムと外部ネットワークとの接続箇所に、ファイアウォール

等を設置し、不正アクセスを遮断する。

o ・情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ウイルス対策ソ

フトウェア等）を導入する。

o ・機器やソフトウェア等に標準装備されている自動更新機能等の活用により、

ソフトウェア等を最新状態とする。

o ・ログ等の分析を定期的に行い、不正アクセス等を検知する。

 4 当社は、特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路

の暗号化を行うよう努める。

第9章 特定個人情報等の開示、訂正等、利用停止等

（特定個人情報等の開示等）

第37条

 1 当社は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報等に係る保有個人データに

ついて、書面又は口頭により、その開示（当該本人が識別される特定個人情報等に係

る保有個人データを保有していないときにその旨を知らせることを含む。以下同

じ。）の申出があったときは、身分証明書等により本人であることを確認の上、開示



をするものとする。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合

は、その全部又は一部を開示しないことができる。

o (1) 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあ

る場合

o (2) 当社の事業の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合

o (3) 他の法令に違反することとなる場合

 2 開示は、書面により行うものとする。ただし、開示の申出をした者の同意があると

きは、書面以外の方法により開示をすることができる。

 3 特定個人情報等に係る保有個人データの開示又は不開示の決定の通知は、本人に対

し、書面により遅滞なく行うものとする。

（特定個人情報等の訂正等）

第38条

 1 当社は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報等に係る保有個人データの

内容が事実でないという理由によって当該特定個人情報等に係る保有個人データの内

容の訂正、追加又は削除（以下「訂正等」という。）を求められた場合には、その内

容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、



利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基

づき、当該特定個人情報等に係る保有個人データの内容の訂正等を行うものとする。

 2 当社は、前項の規定に基づき求められた特定個人情報等に係る保有個人データの内

容の訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対

し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知するもの

とする。

 3 当社は、前項の通知を受けた者から、再度申出があったときは、前項と同様の処理

を行うものとする。

 4 当社は、前第 2 項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部につい

て、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知

する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めるものとする。

（特定個人情報等の利用停止等）

第39条

 1 当社は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報等に係る保有個人データが

第 10 条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第 6 条の規定に違反して取

得されたものであるという理由によって、当該特定個人情報等に係る保有個人データ

の利用の停止又は消去（以下「利用停止等」という。）を求められた場合、又は第 16



条の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該特定個人情報

等に係る保有個人データの第三者への提供の停止（以下「第三者提供の停止」とい

う。）を求められた場合で、その求めに理由があることが判明したときは、遅滞な

く、当該特定個人情報等に係る保有個人データの利用停止等又は第三者提供の停止を

行うものとする。ただし、当該特定個人情報等に係る保有個人データの利用停止等又

は第三者提供の停止に多額の費用を要する場合その他の利用停止等又は第三者提供の

停止を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに

代わるべき措置をとるときは、この限りでない。

 2 当社は、前項の規定に基づき求められた特定個人情報等に係る保有個人データにつ

いて、利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、

又は第三者提供の停止を行ったとき若しくは第三者提供の停止を行わない旨の決定を

したときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。

 3 前条第 3 項及び第 4 項は本条に準用する。

第10章 雑 則

（その他）

第40条



［本規程の実施に必要な規則等は、別途定めるものとする。］

附 則

本規程は、平成 28 年 1２月 1 日から施行する。


